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  ③ 侵害者の刑事責任の追及 
 中国刑法第 213条は、「登録商標権者の許可を得ずに、同一商品に同じ登録商標を
使用した者について、情状が悪質である場合には、3年以下の懲役若しくは禁錮に処
し、又は罰金を科し、若しく罰金を併科する。情状が特に悪質な場合には、3年以上
7年以下の懲役を科し、罰金を併科する」と規定されている。このほか、中国の法律
には、偽商標登録罪、販売偽商標商品罪、違法製造、販売違法製造の登録商標標示罪
などが規定されている。公安機関による立件基準に合致する場合には、公安機関に刑
事告訴あるいは告発をし、刑事責任を追及すると同時に、前述した民事上の損害賠償
を追及することもできる。  
 
３．権利者による法的対応の効用と限界 
 これまで述べてきたとおり、中国の現行法の中には、消費者やブランドの権利者を
保護するための規律が複数種類用意され、かつ、行政機関を筆頭に告訴や告発に対し
て迅速に対応する仕組みが整備されているが、同時に、以下のような問題点あるいは
法制度の限界が指摘されている。 
 第１に、上述した各種の法律上の対処は、「被害者」が「加害者」に対して自己の
被害の回復あるいは権利の保全を求めて行うことを理論上の前提とするものである
から、違法な行為や取引が実質的に常態化し、被害者と加害者が市場の中で入り乱れ
る状況が生じた場合には、かかる告訴や告発が行われることは、ほとんど期待できな
い。実際、法律上の対処は、被害者に生じた被害を加害者の資力により回復させるこ
とが精一杯で、被害者に対して営業上の利益を確保させるものではないから、被害者
が被害を回復させるための手段として法律上の対処を選ばず、違法な取引に自ら関与
することによってさらなる利益の獲得を目指した場合には、法律上の対処自体が利用
されないこととなってしまう。 
 第２に、被害者が法律上の対処により損害の回復を求める場合においても、その前
提となる違法行為や権利侵害行為が、被害者や権利者により誘発されたものである場
合には、法律上の対処による加害者の制裁は、実質的に「被害者」ないし「権利者」
により操られたものとなってしまい、これを以て「正義の実現」と称するべきかにつ
いては、大きな疑問が生じうる。特に、商品の開発と販売に際しては、相当のリスク
とノウハウとが必要となるところ、ブランドの権利者が侵害行為を感知した時点で直
ちに権利行使をせず、侵害者が十分な利益を得た段階で法律上の対処を行使した場合
に、かかる権利行使が果たして「妥当」「適正」であるかは、なお議論が必要である。 
 このように、「偽物」をめぐる法律上の対処は、法律上の権利を行使する者自体に
内在する「危険性」が存在するわけであり、この点をも含めた「実効的」な規制をい
かにして達成すべきかが、今後における法制度の課題であると言うことができよう。 
